

































施行年月日 県名 条例／要綱 名　　称
1976年11月 1日 熊本県 条例 熊本県小売商業活動の調整に関する条例
1977年 3月 1日 大分県 要綱 大分県大規模小売店舗における小売業の事業活動の調整に関する要綱
1977年 4月25日 宮崎県 要綱 宮崎県中規模店小売商業活動調整指導要綱
1977年 5月16日 福岡県 要綱 福岡県中規模小売店舗対策要綱
1977年 7月11日 長崎県 要綱 長崎県小売商業活動の調整に関する要綱
1977年 8月 1日 鹿児島県 要綱 鹿児島県中規模小売店舗対策要綱










































年 佐賀市 唐津市 鳥栖市 多久市 伊万里市 武雄市 鹿島市
1960年 1.93 1.27 1.32 0.92 0.83 0.90 1.10
1970年 1.9 1.5 1.02 0.81 0.96 0.93 1.10
1980年 1.53 1.44 0.95 0.73 1.08 1.1 1.23


































































店名（出店自治体） 階層 売場面積（㎡） 開店年 業態
玉屋 （佐賀市） 7階地下1階 8670 1930年 百貨店
ダイエー（佐賀市） 5階 5750 1972年 総合スーパー
日祐 （佐賀市） 5階 5035 1964年 総合スーパー
ユニード（佐賀市） 3階 3383 1967年 総合スーパー
南里本店（佐賀市） 4階 2026 1874年 総合衣料品店
ミヤコ （佐賀市） 5階 1815 1970年 総合衣料品店
まいずる（唐津市） 4階 2970 1957年 総合スーパー
大越 （唐津市） 6階地下1階 2850 1937年 百貨店
A コープ （唐津市） 1階 1650 1973年 総合スーパー
玉屋 （伊万里市） 4階 4300 1966年 百貨店
ユニード（伊万里市） 5階 9400 1974年 総合スーパー
A コープ （鳥栖市） 2階 1700 1971年 総合スーパー
丸栄商事（武雄市） 4階 7000 1974年 総合スーパー



















































店舗数 売場面積合計㎡ 売場面積 % 販売額 % 人口数
都城市 7 63,966㎡ 38.0 40.0 1.8
宮崎市 13 110,583㎡ 45.9 32.1 2.1
中津市 5 25,339㎡ 33.0 20.0 2.3
大分市 13 130,496㎡ 37.5 24.9 2.5
飯塚市 5 24,902㎡ 25.2 ― 3.0
久留米市 8 63,677㎡ 39.4 ― 3.2
福岡市 23 273,688㎡ 33.4 ― 3.7
熊本市 16 117,919㎡ 27.9 ― 3.8
大牟田市 9 39,897㎡ 27.8 30.0 4.2
佐世保市 8 56,535㎡ 32.5 27.0 4.4
延岡市 6 26,311㎡ 22.2 33.5 5.1
佐賀市 6 26,362㎡ 22.5 25.6 5.8
長崎市 14 69,873㎡ ― ― 6.4
鹿児島市 1 71,707㎡ ― ― 6.4



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































本 研 究 は ， 科 学 研 究 費 補 助 金 ・ 基 盤 研 究 C
（24530528）による研究成果の一部である。
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